資料14　新型コロナウイルス感染症への消費者庁の対応
	
	政府の対応
	生活関連物資・表示関係
	その他情報発信等

	2020年
１月
	
	
	・消費者庁ウェブサイトにおいて感染予防法として咳エチケットや手洗いなどが推奨されていることや消費者に冷静な対応をお願いしたい旨を周知。（31日）

	２月
	
	・消費者庁ウェブサイト等において消費者にマスクの転売目的の購入は望ましくない旨を呼び掛け。（５日）
・マスク等の適切な取引の確保に向け、デジタル・プラットフォーマー各社に、利用者への啓発等の協力を依頼。（６日、26日）
	・消費者団体等に対して、「職員の方が休みやすい環境整備に向けて（協力依頼）」を通知文にて発出。（19日）
・消費者庁ウェブサイト及びツイッターにおいて新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応する際に消費者として御注意いただきたいポイントをまとめて周知。（27日）

	３月
	・「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律案」を閣議決定。（10日）
・「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律」を公布・施行。（13日、14日）
・新型インフルエンザ等対策特別措置法第15条第１項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症対策本部を設置。（26日）
・新型コロナウイルス感染症対策本部において「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を決定。（28日）
	・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた食品表示法に基づく食品表示基準の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。（３日）
・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた米トレーサビリティ法の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。（９日）
・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関する改善要請及び消費者への注意喚起を実施。（10日）
・厚生労働省、経済産業省及び消費者庁の共同請議により「国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定。３月15日以降、購入価格を超える価格でのマスクの転売を禁止。（10日）
・関係省庁と連名で作成した食料品の買いだめ等自粛に関するチラシを公表。消費者庁ウェブサイト及びツイッター等において冷静な購買活動のお願いを周知。（26日）
・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関する改善要請等を実施するとともに、マスクのおとり広告に対する再発防止の指導を実施。また、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（27日）
	・消費者庁ウェブサイトの新型コロナウイルス特設ページを更新。（４日）
・消費者庁ツイッターにおいて、「新型コロナウイルスの感染予防対策情報」などとして、不確かな情報がチェーンメッセージ（チェーンメール）として拡散していることに関する注意喚起を実施。（13日）
・関係省庁と連名で作成した咳エチケット・自作マスクに関する動画及び当該動画の広報用（学校向け）ポスターを公表。（24日）

	４月
	・新型コロナウイルス感染症対策本部が緊急事態を宣言。（７日）
　緊急事態措置の実施期間：４月７日から５月６日まで
　緊急事態措置の実施区域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県
・全都道府県に対し、繁華街の接待を伴う飲食店等への外出自粛を強く促すことを求めるため、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更。（11日）

	・新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた米トレーサビリティ法の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。（10日）
・新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた食品表示法に基づく食品表示基準の弾力的運用について、農林水産省及び厚生労働省と連名で関係機関に通知。（10日）

	・消費者庁ツイッターにおいて、厚生労働省と協定を提携したLINE株式会社による新型コロナウイルス感染症対策に向けたアンケートを装った詐欺疑義事案の情報がある旨の注意喚起を実施。（２日）
・関係省庁と連名で作成した買物時の注意事項に関するチラシを公表し、消費者庁ウェブサイト及びツイッターにおいて、他の方に感染させない気遣いなどについての理解・協力を呼び掛け。（３日）


	４月
	・緊急事態宣言の区域を全国に拡大。（16日）
　緊急事態措置の実施期間：４月７日（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県以外の道府県については、同月16日。）から５月６日まで
　緊急事態措置の実施区域：全国
	・物価担当官会議を開催し、マスクの一般消費者への供給拡大に向けた方向性を確認。厚生労働省及び経済産業省と連名で、業界団体に対してマスクの適正な価格での販売等を要請。（22日）
	・都道府県及び政令市の消費者行政担当部局に対して、「消費生活センター等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた対応について（要請）」を発出。（10日）
・新型コロナウイルス感染症に便乗した送り付け商法に係る啓発用資料を消費者庁ウェブサイト及びツイッターにおいて公表し、注意喚起を実施。（15日）
・「消費者庁 新型コロナ関連消費者向け情報」公式LINEアカウントを開設。（17日）
・特別定額給付金を装った詐欺に関し、総務省及び警察庁と連名で注意喚起資料を作成し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（21日）
・関係省庁と連名で作成した、買物をするときのお願いに関するチラシを公表し、消費者庁ウェブサイトにおいて、消費者に対して「密」を回避することを周知。（23日）
・国民生活センターにおける平日バックアップ相談及び休日相談の受付時間を延長して、特別定額給付金に関する相談に対応。（25日）
・インターネット通販に関する注意喚起資料を作成し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（30日）

	５月
	・緊急事態宣言の期間を５月31日まで延長。（４日）
・緊急事態宣言の区域を変更（39県を解除。）。（14日）
　緊急事態措置の実施期間：５月31日まで
　緊急事態措置の実施区域：北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県
・緊急事態宣言の区域を変更（３府県を解除。）。（21日）
　緊急事態措置の実施期間：５月31日まで
　緊急事態措置の実施区域：北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県
・緊急事態宣言を解除。（25日）
	・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする健康食品等について、消費者庁ウェブサイト、LINE公式アカウント及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（１日）
・携帯型の空間除菌用品の表示に関し、景品表示法に違反するおそれがあることから、当該商品を供給する５事業者に対し再発防止等の指導を実施するとともに、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（15日）
・表示よりアルコール濃度が大幅に低い手指用洗浄ジェルを販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（19日）
・厚生労働省、経済産業省、財務省及び消費者庁の共同請議により「国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定。５月26日以降、購入価格を超える価格でのアルコール消毒製品の転売を禁止。（22日）
	・国民生活センターにおいて、「新型コロナウイルス給付金関連消費者ホットライン」を開設し、フリーダイヤル（通話料無料）で、新型コロナウイルス感染症対策の特別定額給付金等に関する相談の受付を開始。（１日）
・消費者庁食品ロス削減特設サイトに「緊急事態宣言下での食品ロス削減の工夫」についてページを新設し、テイクアウト販売の活用など消費者が食品ロスを削減できる工夫や情報を取りまとめ、公表するとともに、SNS公式アカウントにおいて周知。（１日）
・関係省庁と連名で作成した、買物の際に消費者に協力いただきたい「お買物エチケット」に関するチラシと、外食をする際の注意事項に関するチラシを公表し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウント（15日）において、消費者自身の感染予防に加え、他の方に感染させない気遣いと協力を周知。（14日）
・消費者向けに、SNS公式アカウントにおいて、事業者への意見の伝え方について配慮を呼び掛け。（14日）

	５月
	
	
	・各業界団体の感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、日常生活の様々な場面において、「新しい生活様式」の実践に当たり消費者に知っていただきたい事項を取りまとめた特設サイトを、消費者庁ウェブサイトに開設。（22日）

	６月
	
	・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関する改善要請等を実施するとともに、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（５日）
	・「新型コロナウイルス給付金関連消費者ホットライン」の受付時間を１時間延長。（15日）
・新型コロナウイルスに対する消毒方法の有効性評価によって、ウイルスに有効な消毒・除菌方法が新たに確認されたことを踏まえ、厚生労働省及び経済産業省と合同で、身の回りのウイルスの消毒・除菌方法及び消毒剤等の選び方・使い方等を取りまとめるとともに、SNS公式アカウントにおいて消費者等に注意喚起を実施。（26日）
・持続化給付金に関して消費生活相談が増加しているとしてSNS公式アカウントにおいて消費者に注意喚起を実施（７月10日、10月７日にも配信。）。（30日）

	７月
	
	
	

	８月
	
	・携帯型の空間除菌用品を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（28日）
・厚生労働省、経済産業省、財務省及び消費者庁の共同請議により「国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定。８月29日以降、マスク及びアルコール消毒製品の転売規制を解除。（25日）
	

	９月
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	
	
	・消費者庁「新しい生活様式」特設サイトに、「寒冷な場面における感染防止対策」についてページを新設し、住宅の換気方法、加湿器を使用する際の注意点などを取りまとめ、公表するとともに、SNS公式アカウントにおいて周知。（26日）

	12月
	
	・表示より有効塩素濃度が大幅に低い次亜塩素酸水を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。また、アルコールスプレーを販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（９日）
・空気清浄用品を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（22日）
・新型コロナウイルスの抗体検査キットの表示に関し、景品表示法に違反するおそれがあることから、当該商品を供給する６事業者に対し、再発防止等の指導等を実施するとともに、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（25日）
	・関係省庁と連名で作成した、外食をする際の注意事項に関するチラシについて、外食業の事業継続のためのガイドラインの更新に伴い更新版を作成。その際に、消費者から従業員への意見の伝え方に関する記載についても追加し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて周知。（１日）

	2021年
１月
	・新型コロナウイルス感染症対策本部が緊急事態を宣言。（７日）
　緊急事態措置の実施期間：１月８日から２月７日まで
　緊急事態措置の実施区域：東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県
・緊急事態宣言の区域を拡大。（13日）
　緊急事態措置の実施期間：１月14日から２月７日まで
　緊急事態措置の実施区域：栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県
	・空気清浄用品を販売していた２事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（15日）
	・消費者庁ツイッターにおいて、落ち着いた購買活動を行う旨を呼び掛け。（７日）
・大臣会見において、落ち着いた購買活動を行う旨を呼び掛け。（８日）
・緊急事態宣言の発出に伴い、消費者から従業員への意見の伝え方についてSNS公式アカウントにおいて周知。（８日）
・ワクチン接種をかたる不審電話について、SNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（８日）
・緊急事態宣言の発出に伴い、新型コロナウイルス感染症に便乗した悪質商法等に関する注意喚起資料を公表し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。消費者に落ち着いた購買活動を行う旨を呼び掛け。あわせて、消費者が従業員へ意見を伝える際のポイントに関するチラシを公表し、伝え方への配慮を呼び掛け。（13日）
・消費者教育推進会議において、「緊急時における消費者行動について」を取りまとめ消費者庁ウェブサイトにおいて公表。（13日）
・消費者にワクチン接種をかたる不審電話に関する注意を呼び掛け。（26日）
・ワクチン接種をかたる不審電話について、SNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（28日）
・大臣会見及び消費者庁ウェブサイトにおいて、ワクチン接種をかたる不審電話に関する注意を呼び掛け。（29日）

	２月
	・緊急事態宣言の期間延長及び区域を変更（栃木県を解除）。（２日）
　緊急事態措置の実施期間：３月７日まで
　緊急事態措置の実施区域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県
・新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正による「まん延防止等重点措置」の新設及び新型コロナウイルス感染症対策分科会における「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種について」の取りまとめ等を踏まえ、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更。（12日）
・緊急事態宣言の区域を変更（岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県を解除）。（26日）
　緊急事態措置の実施期間：３月７日まで　
　緊急事態措置の実施区域：埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県
	・新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関し、当該表示を行っていた事業者等に対して改善要請等を実施するとともに、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（19日）
	・特設サイト開設、テレビＣＭ放映、オンラインセミナー開催等を内容とする、コロナ禍における消費者被害防止キャンペーンを開始。（８日）
・新型コロナワクチン接種に関する注意喚起資料を公表し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（９日）
・国民生活センターにおいて、「新型コロナワクチン詐欺　消費者ホットライン」を開設し、フリーダイヤル（通話料無料）で、新型コロナワクチン詐欺に関する相談の受付を開始。（15日）
・コロナ禍における消費者被害防止キャンペーンの一環として、第１回オンラインセミナーを開催。（27日）

	３月
	・緊急事態宣言の期間を３月21日まで延長。（５日）
・緊急事態措置を実施すべき期間とされている３月21日をもって緊急事態宣言を終了することを決定。（18日）
	・亜塩素酸による空間除菌等を標ぼうする除菌スプレーを販売していた３事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（４日）
・新型コロナウイルス等への効果を標ぼうする健康食品を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（９日）
・除菌効果を標ぼうする次亜塩素酸水の販売事業者３社に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（10日、11日）
・携帯型の空間除菌用品を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（18日）
・新型コロナウイルスの検査キットの表示に関し、景品表示法に違反するおそれがあることから、研究用抗原検査キットの販売事業者２社及び抗体検査キットの販売事業者３社に対し、再発防止等の指導を実施。また、SNS公式アカウントにおいて消費者等への注意喚起を実施。（26日）
・マイナスイオン発生機を販売していた事業者に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（31日）
	・４月以降、国民生活センター相模原事務所をワクチン集団接種会場として利用することを神奈川県相模原市が決定。（５日）
・コロナ禍における消費者被害防止キャンペーンの一環として、第２回オンラインセミナーを開催。（６日）
・コロナ禍における消費者被害防止キャンペーンの一環として、第３回オンラインセミナーを開催。（13日）
・消費者庁提供特別ドラマ「あなたもきっと騙される」を放送。（28日）
・消費者が従業員へ意見を伝える際のポイントに関するチラシを、外食業界団体、小売業界団体宛てに周知し、店舗等での活用を呼び掛け。（30日、31日）
・一般社団法人Food Communication Compassと共催で、公開シンポジウム「～新型コロナ関連消費者被害拡大防止のために～気をつけよう！新型コロナウイルス予防をうたう健康食品、関連商品」を開催。（31日）

	４月
	・新型コロナウイルス感染症政府対策本部において、まん延防止等重点措置の実施を決定。（１日）
　まん延防止等重点措置の実施期間：４月５日から５月５日まで
　まん延防止等重点措置の実施区域：宮城県、大阪府及び兵庫県
・まん延防止等重点措置の区域を拡大（東京都、京都府及び沖縄県を追加。）。（９日）
　まん延防止等重点措置の実施期間：東京都は５月11日まで、その他の区域は５月５日まで
・まん延防止等重点措置の区域を拡大（埼玉県、千葉県、神奈川県及び愛知県を追加。）。（16日）
　まん延防止等重点措置の実施期間：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県及び愛知県は５月11日まで、その他の区域は５月５日まで
・新型コロナウイルス感染症対策本部が緊急事態を宣言。（23日）
　緊急事態措置の実施期間：４月25日から５月11日まで
　緊急事態措置の実施区域：東京都、京都府、大阪府及び兵庫県
・まん延防止等重点措置の区域を変更（愛媛県を追加、東京都、京都府、大阪府及び兵庫県を除外。）。宮城県及び沖縄県においては期間を５月11日までに延長。（23日）
　まん延防止等重点措置の実施期間：愛媛県は５月11日まで
	・亜塩素酸による空間除菌を標ぼうするスプレーの販売事業者２社に対し、景品表示法に基づき措置命令を実施。（９日）
	・消費者庁提供特別ドラマ「あなたもきっと騙される」を放送。（23日）
・新型コロナワクチン接種に関する注意喚起資料を更新し、消費者庁ウェブサイト及びSNS公式アカウントにおいて注意を呼び掛け。（30日）

	５月
	・緊急事態宣言の期間延長及び区域を拡大。（７日）
　緊急事態措置の実施期間：５月31日まで
　緊急事態措置の実施区域：東京都、京都府、大阪府、兵庫県、愛知県及び福岡県
・まん延防止等重点措置の期間延長及び区域を変更（北海道、岐阜県及び三重県を追加、宮城県を除外。）。埼玉県、千葉県、神奈川県、愛媛県及び沖縄県においては期間を５月31日までに延長。（７日）
　まん延防止等重点措置の実施期間：北海道、岐阜県及び三重県は５月31日まで
	
	


